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Ⅰ　は じ め に

本稿では，働き方改革関連法によって実施され
る長時間労働是正策の予想される効果について，
先行研究の知見などをもとに整理する。働き方改
革関連法では，約 70 年振りの労働基準法の大幅
な改正において時間外労働の罰則付き上限規制が

設けられるなど，今後の日本の労働市場における
働き方を大きく変えうる労働法規の改正がなされ
ている。今後，日本において長時間労働が是正さ
れ，健康で高い生産性を維持できる働き方が実現
されるかについて，労働市場の動向を注意深く観
察する必要があろう。しかし，労働経済学の理論
モデルに準拠すれば，働き方改革関連法によって
どのような変化が生じうるかを事前に整理するこ
とはできる。理論モデルにはさまざまな仮定があ
るため，働き方改革関連法の影響を見通すことに
は限界があるかもしれないが，これまでの実証研
究での知見を用いれば，仮定の妥当性やより現実
的な帰結を予想することも可能である。

そこで以下では，まず，Ⅱにおいて，働き方改
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本稿では，働き方改革関連法が今後の日本の労働市場にどのような影響を与えるかを検討
する。具体的には，働き方改革関連法によって実施される時間外労働時間の罰則付き上限
規制の強化などの長時間労働是正策の実現可能性や，労働者のウェルビーイングや企業の
生産性への影響について，先行研究をもとに整理する。まず，労働需要モデルと過去の実
証研究の知見にもとづくと，所定内労働時間の減少や割増賃金率の上昇ではなく，時間外
労働時間の上限規制を強化する形での量的規制は，長時間労働の是正に効果を有する可能
性が示唆される。ただし，そうした長時間労働の是正効果を引き出すには，企業に法令遵
守を徹底させるような監督・取締りの機能強化も重要であることも指摘する。次に，働き
方改革関連法によって長時間労働が是正されると，労働者の身体的・精神的な健康が改善
する可能性があることや，労働者の WLB の実現，企業における多様な人材の活用が進む
可能性があることを示す。また，長時間労働の是正に伴って業務プロセスの見直しなどの
働き方そのものを改革することができれば，時間当たりでみた生産性が向上し，労働時間
が減少しても付加価値は減少しない可能性が高いことも指摘する。以上のことから，労使
において企業・職場にあった働き方そのものの見直しが必要であるものの，働き方改革関
連法には長時間労働是正の効果やウェルビーイングや生産性の向上効果が期待できるとい
える。
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革関連法によって長時間労働の是正が実現できる
のかを理論的に整理するとともに，実証的な知見
をもとに実現可能性を議論する。次に，Ⅲにおい
て，長時間労働の是正が実現した場合に，健康や
ワークライフバランス（以下，WLB）などの労働
者のウェルビーイングや企業の生産性が向上する
のかについて，実証的な知見をもとに検討する。
最後にⅣにおいて，本稿のまとめを行う。

Ⅱ　働き方改革関連法は長時間労働を�
是正できるか？

働き方改革関連法による長時間労働の是正効果
の見通しを議論するため，まず，どのような要因
で長時間労働が生じるのかを明らかにした上で，
それらの要因に対して働き方改革関連法がどのよ
うな影響を与えうるかを検討したい。

１　長時間労働をもたらす要因

（1）労働需要側の要因
労働時間の決定には，企業による労働時間需要

と労働者による労働時間供給の双方の要因が影響
する。そのうち，日本で長時間労働が常態的に観
察される重要な需要側の要因として，労働の固定
費の大きさと人的資源管理の非効率性が挙げられ
る。

企業が生産活動を行う際，労働の固定費が大き
いと，企業は雇用よりも労働時間をより多く需要
するようになることが，古くから Rosen（1969）
などによって指摘されている。労働の固定費と
は，労働時間にかかわりなく生じる雇用者 1 人当
たりの費用であり，具体的には採用費用，解雇費
用，人的投資（教育訓練）費用などが該当する。
この労働の固定費が大きいと，雇用者を追加的に
1 人増やす際の費用が大きくなるため，雇用者数
を抑えて労働時間を長くすることが企業にとって
合理的になる。

この点を確認するため，Hunt（1999）を参考に，
生産要素が労働時間と雇用の 2 つからなる簡略化
された企業の利潤最大化問題を以下のように想定
する。

ただし，Nは雇用者数，Hは雇用者 1 人当た
り労働時間，F（　）は生産関数（FN ＞ 0,�FNN ＜ 0,�
FH ＞ 0,�FHH ＜ 0），wは賃金率，H   は所定内労働
時間，xは割増賃金率，fは労働の固定費である。

（1）式は，労働時間にかかわらず雇用者 1 人当た
りに一定の固定費 fが生じることや，所定内労働
時間を上回る労働時間（残業）が生じる際には割
増賃金率が支給されることなどが仮定されてい
る。

次に，（1）式を雇用と労働時間について最大化
すると，それぞれの限界生産力と限界費用が一致
するという 1 階の条件が得られ，それらから（2）
式を導出することができる。

ここでは簡略化のため，常に残業が生じている
こと（H＞ H  ）を前提にしているが，雇用と労働
時間の限界代替率と限界費用の比率が一致してい
ることがわかる。このとき，労働の固定費 fが大
きいと，（2）式の右辺が大きくなるため，（2）式を
均衡させるため，企業は雇用者数を減らすか労働
時間を長くすることで左辺の限界代替率を高め
る。このように，労働の固定費が大きい企業では，
雇用者数を抑えて雇用者 1 人当たりの労働時間を
長くする傾向があることが説明できる。

さらに，労働の固定費が大きい企業ほど労働時
間が長くなることは，動学的な考察からも示すこ
とができる。労働の固定費が大きい企業では，景
気後退などの負のショックが生じた際，雇用者数
を減らして人件費を削減すると，大きな雇用調整
費用（解雇費用や人的投資の埋没費用など）が生じ
るため雇用を維持し，代わりに残業調整という形
で労働時間削減によって人件費調整を進める 1）。
しかし，もともと調整できるだけの残業時間が存
在していないと，こうした人件費調整ができなく
なるため，企業は負のショックに備えて平時から
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労働時間を長く需要し，バッファーのための残業
を確保しておくことが合理的となる。これは「残
業の糊代説」とも言われるが，この説明からも労
働の固定費の大きさが長時間労働の背景にあるこ
とを指摘することができる 2）。

こうした理論的帰結は実証的にも検証されてい
る。例えば，Kahn�and�Lang（1991）は，勤続年
数の長い雇用者ほど企業特殊スキルが蓄積されて
いるために労働の固定費が大きく，そうした労働
者ほど希望労働時間を超えて長く労働しているこ
とをカナダの労働者データを用いて示した。ま
た，日本では山本・黒田（2014：第 7 章）が，労
働の固定費の各種の代理変数と企業が需要する労
働時間の関係を検証し，労働の固定費が高い労働
者ほど企業が長い労働時間を需要する傾向にあ
り，その傾向はイギリスやドイツよりも日本で強
いことなどを明らかにした。日本の企業では企業
特殊スキルを中心とした人的投資が多く行われて
おり，また，雇用の流動性も高くないため，労働
の固定費が他国よりも大きくなっていると解釈で
きる。なお，日本で労働の固定費が大きいことの
証左は，賃金プロファイルの傾きが大きいこと

（Mincer�and�Higuchi�1988）や雇用調整速度が遅い
こと（村松�1983；篠塚�1989；樋口�2001）などを明
らかにした先行研究にも見出せる。これらのこと
を踏まえると，日本の企業で長時間労働が需要さ
れている要因として，労働の固定費の大きさがあ
ると整理できる。

一方，企業が長時間労働を需要する際に，職場
での人的資源管理に非効率的な部分があるため
に，必要以上の過剰な労働時間が投入されている
可能性もある。特に，日本では，日本的雇用慣行
のもとで長時間労働が定着した後，長きにわたっ
て多くの企業や職場で長時間働くことが常態化し
ているため，組織や働き方が硬直化し，最適な水
準を上回る非効率で過剰な長時間労働が顕現化し
ていることも十分考えられる。

この点について，職場の人的資源管理の特徴と
労働時間需要の関係を定量的に検証した山本・黒
田（2014：第 7 章）では，過剰な長時間労働が生
じる職場として，①残業や休日出勤に応じる人が
高く評価される職場，②上司が業務量や重要な業

務が特定の部下に偏らないように配慮していない
職場，③上司と部下とのコミュニケーションがよ
くとれていない職場，④上司が部下のワークライ
フバランス（WLB）に配慮していない職場が挙げ
られると指摘している。さらに，山本・黒田

（2014：第 6 章）では，欧州の日系グローバル企業
で働く管理職へのアンケート調査データを解析
し，欧州赴任後と比べて日本で労働時間が過剰に
長かったことの要因として，①残業や休日出勤が
評価されていたこと，②仕事内容が明確化されて
いなかったこと，③企業内での調整コスト（根回
しの人数）が大きかったことなどがあることを明
らかにしている。また，人的資源管理のあり方と
長時間労働の関係については，労働者に対する意
識調査からも確認することができる。例えば，内
閣府（2014）では，労働時間が長い人は一部の人
に仕事が偏りがちと感じていたり，上司や同僚が
残業をしている人にポジティブなイメージを持っ
ていると感じていたりする傾向が強いことが示さ
れている。

長時間労働を評価すること自体は必ずしも非効
率な人的資源管理とはいえないものの，成果では
なく労働時間の長さで昇給や昇進が決められてい
るとしたら，成果と労働時間に乖離が生じる局面
では，長時間労働に対する評価は非効率性を生む
といえる。また，この点に関連して，Bell�and�
Freeman（2001）や Bratti�and�Staffolani（2005），
Kuroda�and�Yamamoto（2018a）など多くの研究
では，長時間労働によってその後の昇進確率が高
ま る こ と を 明 ら か に し て い る。 ま た，Kato,�
Kawaguchi�and�Owan�（2013）では，日本のある
製造業企業の人事データを用いて，長時間労働と
昇進の関係を検証し，女性に限って両者に正の関
係があることを示している。これらの結果は，女
性に関しては長時間労働が仕事へのコミットメン
トのシグナルとして企業で活用されていることを
意味しており，そうした評価体制が長時間労働を
もたらす要因になっていると指摘できよう。

（2）労働供給側の要因
日本で観察される長時間労働には，労働供給行

動によってもたらされている可能性も指摘でき
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る。その 1 つが，長時間労働への選好であり，近
年の行動経済学や労働経済学の研究において，長
時間労働を選好する傾向が日本の労働者にみられ
ることが指摘されている。例えば，大竹・奥平

（2008）では，ワーカホリックな長時間労働が喫
煙やアルコール中毒などの依存症と似たメカニズ
ムで生じる可能性を検証している。具体的には，

「後回し行動」をとりやすい人は現時点で面倒な
仕事を片付ける費用を過大に評価するために，仕
事を先延ばしにしてしまい，結果的に仕事が溜ま
り，長時間労働になってしまう可能性がある。そ
こで，大竹・奥平（2008）は，子どもの頃の夏休
みの宿題を後回しにしていた傾向の強い人ほど，
長時間労働をしている確率が有意に高いことを明
らかにしている。このほか，Kuroda�and�Yamamoto

（2018a）は，長時間労働によって生じうる健康被
害を労働者が過小に見積もってしまうという自信
過剰バイアスによって，労働者が健康を害するほ
どの長時間労働を選択してしまう可能性を検証し
ており，自信過剰バイアスが大きいとされる外向
性の強い労働者ほど，労働時間が長くなる傾向が
あることを明らかにしている。

また，自らの長時間労働が生じるだけでなく，
長時間労働をすることが周囲にも影響を与え，結
果的に組織的な長時間労働が醸成されてしまう可
能性もある。周囲の影響を受けて働き方を変える
ことは「ピア（同僚）効果」と呼ばれるが，Alesina,�
Glaeser�and�Sacerdote�（2006）は，同僚や知人・友
人とともに行うことで労働や余暇の効率性や効用
が高まる補完性が存在することを指摘している。
そうした補完性があると，短い労働時間で就業す
る人が多い労働市場では短時間労働がより多く観
察されるようになる一方で，長い労働時間で就業
する人が多いとさらに多くの人が長時間労働する
ようになる，といった現象が生じやすい。

短い労働時間で働く人の影響を受けて働き方を
見直し効率的に働くようになることは正の外部性
と捉えることができるが，山本・黒田（2014：第
6 章）では，欧州に転勤した日本人がピア効果に
よって労働時間を週数時間程度減少させたという
意味での正の外部性が存在することを明らかにし
た。このことは，裏返せば，日本では職場で長時

間労働が常態化しているために，たとえ個人で労
働時間を短くしようとしても，結果的にはピア効
果を受けて周囲と同様の長時間労働になってしま
うという負の外部性が生じているともいえる。上
述のように，日本では残業や休日出勤に応じる人
が高く評価される職場ほど，長時間労働が観察さ
れやすいが，山本・黒田（2014：第 5 章）では，
長時間労働が評価される職場で働く人ほど，希望
する労働時間も長くなる傾向があることを示して
いる。この結果は，非効率な人的資源管理が負の
外部性によって労働供給行動を歪め，長時間労働
をもたらしている可能性を示唆するものといえ�
る 3）。

（3）労働市場構造の要因
人的資源管理の非効率性や負の外部性などに

よって過剰な長時間労働が生じるとしても，雇用
の流動性が高く，労働者の交渉力が高ければ，そ
うした長時間労働が生じる企業は淘汰されるた
め，過剰な長時間労働はなくなるだろう。しかし
ながら，何らかの理由で労働者の交渉力が低く
なっている場合，労働時間の決定に労働需要側の
影響が強く反映されることになるため，人的資源
管理の非効率性に起因する長時間労働が顕現化し
やすくなる。

一般に，労働者の交渉力は買手独占などの労働
市場構造によって決まるとされている。Manning

（2003）や Ashenfelter,�Farber�and�Ransom（2010）
で指摘されているように，労働市場での買手独占
力は単に市場に参入している企業の数が少ないこ
とだけでなく，労働者が企業間を移動する際の費
用が高いことによっても生じうる。例えば，労働
の固定費が高い日本の労働市場では，企業特殊ス
キルを身に付けた労働者の企業間の移動費用が高
いため，企業側に買手独占力が生じて労働者の交
渉力が小さくなり，辻村（1977）や樋口（2010）
が指摘するような「ホールドアップ状態」に労働
者が陥りやすい。そうなると，労働者が労働時間
を選択できる余地が小さくなり，希望労働時間を
超えた長時間労働を余儀なくされうる。

実際，Heckman（1993）や Altongi�and�Paxson
（1988,� 1992），Martinez-Granado（2005），Bryan
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（2004），山本・黒田（2014：第 5 章）などの実証
研究で指摘されているように，現実の労働市場で
は，労働者は労働時間を自由に選択できない労働
時間制約に直面していることが多い。また，山
本・黒田（2014：第 5 章）では，労働時間の変動
を労働者の個人属性で説明できる部分と同一企業
で働いているという企業の固有要因で説明できる
部分に分解し，日本では正規雇用者の労働時間の
約 6 ～ 7 割が企業の固有要因で説明されることを
明らかにしている 4）。さらに，山本・黒田（2014：
第 2 章）では，リーマンショック後の不況期には，
交渉力が小さいと想定される労働者の労働時間規
制の適用が除外されていると，長時間労働が生じ
やすく，いわゆる「名ばかり管理職」問題が観察
されることを示している。

これらのことは，日本では非効率な長時間労働
が外部労働市場のチェック機能によって解消され
にくいことを示唆しており，需要要因や供給要因
による過剰な長時間労働が温存されてしまう傾向
があるといえる。

２　働き方改革関連法による影響

（1）法による介入の範囲
働き方改革関連法は時間外労働の上限規制を罰

則付で強化するなど，長時間労働を是正する目的
で，労働時間の決定に対して法的な介入の度合い
を従来よりも高めている。しかし，その一方で，
時間外労働の上限には時期や業種などでのさまざ
まな例外規定を設けているほか，上限の水準自体
も決して厳しすぎるものではないため，その範囲
内で労使による協議によって実際の労働時間が決
められる仕組みになっている。

この点については，前節で指摘したように，労
働の固定費が大きいと企業の需要する労働時間が
長くなることや，労働者によっては長時間労働へ
の選好があること，さらに，そうした固定費や選
好の大きさは企業や労働者によって大きく異なり
うることを踏まえると，法介入によって一律に厳
しく労働時間を決めることは適していないと考え
られる。適切な労働時間の水準を労使で協議して
洗い出し，その水準を達成できるよう業務プロセ
スの見直しや残業規制を個々の企業・職場で行っ

ていくことで，労働需要や労働供給に則した適切
な労働時間が実現する姿が望ましいといえよう。

（2）過剰な長時間労働の削減手段
働き方改革関連法による直接的な介入効果とし

て，過剰な長時間労働を減らすことが期待でき
る。この点について，生じている長時間労働が過
剰である場合，どのような手段で労働時間の削減
ができるかを（2）式をもとに整理してみたい。

①割増賃金率引き上げ
まず，考えられるのは，所定内労働時間を超え

る残業部分に支払われる割増賃金率を引き上げて
労働時間需要を減らす方法であろう。割増賃金率
xが上昇すると（2）式の右辺が低下するため，企
業は限界代替率を高めるために相対的に労働時間
を減らそうとする。こうした理論的な帰結もあっ
て，2010 年 4 月に労働基準法が改正され，月 60
時間を超える時間外労働に対する法定割増賃金率
が大企業について 25 % から 50 % に引き上げら
れ，今回の働き方改革関連法において中小企業に
も適用されることになった。

しかしながら，こうした割増賃金率の引き上げ
は，必ずしも企業の需要する労働時間を減らすと
は限らないことが，理論的にも実証的にも示され
ている。というのも，上述の理論的な帰結は，割
増賃金率が引き上げられた際に，他の条件に変化
がないことを前提としたものであり，賞与や所定
内給与の引き下げや他の生産要素への需要シフト
などが生じれば，労働時間への需要が減少すると
は限らない。こうした状況は，Lewis（1969）や
Trejo（1991）などが主張するように，仕事と賃
金総額がパッケージとして契約される仕事固定

（fixed-job）モデルとして説明される。仕事固定モ
デルが正しければ，割増賃金率の引き上げや適用
範囲の変更などがあっても，労使間の契約は実態
として変わらないため，労働時間は変化しない。

さらに，割増賃金率の適用状況と労働時間の関
係を実証的に検証した先行研究でも，労働時間が
政策変更の影響を受けるという頑健な結果は見出
せていない。例えば，Trejo（1991），Hamermesh�
and�Trejo（2000），Friesen（2002）などは，度合
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いに違いはあるものの，割増賃金率の違いの影響
が労働市場に生じているとの結果を示している一
方で，Trejo（2003） や Bell�and�Hart（2003） な
どは仕事固定モデルと合致する実証結果を得てい
る。日本のデータを用いた研究をみても，2008
年の労働基準法改正による割増賃金率の一部引上
げの影響について，Asai（2014）は労働時間への
影響がみられないことを示しているほか，深堀・
萩原（2014）では長時間労働を行っていた労働者
の時間外労働の減少がみられるものの，労働者全
体への影響は見出せないことを示している。こう
したことから，割増賃金率の引き上げによって過
剰な長時間労働を是正することの効果は限定的と
いえるだろう。

②法定労働時間の引き下げ
次に考えられるのは，労働時間を直接的に引き

下げる量的規制のうち，法定労働時間の引き下げ
（時短）の実施である。過去の事例をみると，日
本では 1980 年代後半から 1990 年代後半にかけて
法定労働時間を 48 時間から 40 時間に引き下げる

「時短」が行われた。また，欧州各国では EU 労
働時間指令によって週労働時間の上限が 48 時間
に設定され，それに伴って各国で法定労働時間の
引き下げが行われた。

このうち，法定労働時間（所定内労働時間）の
引き下げを通じた時短は，仕事内容などの他の条
件が変わらなければ，必要な労働時間の所定内と
所定外（残業）の内訳を変え，割増賃金率が適用
される残業部分を増やすため，企業にとっては人
件費の増加につながってしまう。（2）式でみると，
時短によって H   が減少すると，雇用の限界費用
の増加を通じて右辺が増加するため，（2）式を均
衡させるために，企業は相対的に雇用者数を減ら
す行動をとる。つまり，時短は，割増賃金の対象
となる労働時間を増やすことで雇用の限界費用を
増加させる一方で，労働時間の限界費用は変わら
ないため，相対的に雇用から労働時間へのシフト
をもたらすと指摘できる。

こうした議論はワークシェアリングの実効性を
検証した研究でさかんに行われてきた。国内外の
先行研究については川口・鶴（2010）が詳しく解

説・紹介しているので本稿では省略するが，法定
労働時間の短縮による労働時間や雇用への影響
は，研究によって区々といえる 5）。また，日本の
1980 年 代 後 半 以 降 の 時 短 の 影 響 を 検 証 し た
Kawaguchi,�Naito,�and�Yokoyama（2008）では，
時短によって実労働時間はわずかしか減少しな
かったことや新卒採用の割合を低下させたことな
どを明らかにした。このほか，山本・黒田（2014：
第 1 章）では，1980 年代後半から 90 年代後半の
時短によって日本では土曜日の労働時間は減少し
たものの，平日の残業時間が増加したため，トー
タルの実労働時間はほとんど変化しなかったこと
も指摘した。こうしたことを踏まえると，法定労
働時間を引き下げることで時短を図ることの有効
性は，必ずしも高くないといえよう。

③時間外労働の上限規制
同じ量的規制でも，今回の働き方改革関連法の

中心的な内容の 1 つである，労働時間（時間外労
働）の上限規制を厳格に設けて労働時間の削減を
図る手段はどうだろうか。（2）式を用いると，労
働時間の上限規制によって強制的に Hが低下し
た場合，右辺が低下するために，企業は相対的に
雇用者数を増やすことが示される。つまり，労働
時間の上限規制は相対的に労働時間から雇用への
シフトをもたらすと指摘できる。法定労働時間の
引き下げとの違いは，上限規制によって労働時間
が短縮される際には残業手当の削減を伴うため人
件費（雇用の限界費用）の上昇が生じないという
点にあり，これによってスムーズに労働時間から
雇用へのシフトが生じやすいといえる。

さらに，労働時間の上限規制によって長時間労
働が是正されると，物理的に投入できる労働時間
が限られるため，仕事内容や働き方の見直しが行
われて非効率な長時間労働がなくなり，生産性が
向上することも期待できる。逆に，そうした見直
しが行われなければ，上限規制による長時間労働
是正は労働強度を無理に高め，ストレスの増加や
生産性の低下をもたらす危険性があるため，留意
が必要ともいえる。

また，強制的に過剰な労働時間が短縮されるこ
とは，労働供給要因による長時間労働を是正する
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効果も期待できる。前節で整理したように，一部
の労働者は選好や性格特性，認知バイアスなどに
よって過剰な長時間労働を選択する傾向にあるた
め，それを防ぐには強制的な介入が有効となる。
また，働き方にはピア効果あるいは負の外部性が
あり，周囲の長時間労働によって個々人の長時間
労働が誘発されてしまう。よって，法的な介入や
それを契機とする職場での働き方改革によって強
制的に職場の長時間労働が是正されれば，それが
ピア効果あるいは正の外部性となって，個々人に
とって最適な労働時間が実現しやすくなる。

このように少なくとも理論的には，労働時間の
上限規制の適用は，過剰な長時間労働を削減する
ことが期待できる。

④労働時間規制の適用除外
このほか，仕事をインプット（労働時間）で評

価するのではなく，アウトプット（成果）で評価
するようにして，過剰な長時間労働を是正する方
法もしばしば議論されている。具体的には，一定
の要件をみたす労働者の労働時間規制（割増賃金
率の適用）を除外する自律的な労働時間制度の導
入が 2003 年頃から繰り返し検討されており，今
回の働き方改革関連法において，「高度プロ
フェッショナル制度」として一部の労働者の労働
時間規制を適用除外できるようになった。

こうした制度の導入には，仕事の評価と労働時
間を切り離すことで効率的な働き方を浸透させる
意図があるとされており，結果的に人的資源管理
の非効率性がなくなり長時間労働が是正される可
能性がある。しかし，その一方で，残業代が支給
されないために企業の労働時間需要が増加し，交
渉力の低い労働者が長時間労働を余儀なくされる
という懸念が指摘されることも多い。

労働時間規制（時間外労働に対する割増賃金）の
適用除外によって労働時間が変化するかという点
も，上述した仕事固定モデルが成立するかによ
る。仕事固定モデルが成立していれば，時間外労
働に対する割増賃金が適用されなくなっても労使
間の契約は変わらないため，労働時間が長時間化
することはなく，残業代が支払われなくなる分は
所定内給与や諸手当の増加でカバーされる。

この点について，山本・黒田（2014：第 2 章）
では，現時点で割増賃金の適用が除外されている
労働者の労働時間や時給が他の労働者と異なるか
どうかを検証し，平時においては仕事固定モデル
が成立しており，割増賃金率の適用の有無によっ
て労働時間に大きな違いはみられないことを明ら
かにした。ただし，山本・黒田（2014：第 2 章）
の分析では，リーマンショック後の期間において
は，割増賃金率の適用除外によって長時間労働が
助長される傾向があり，その傾向がサービス業や
大卒以外の労働者でより顕著にあらわれることも
明らかになった。これらの結果は，労働時間規制
の適用のあり方によって労働時間は大きく変わる
ことは通常はないものの，不況期には交渉力の小
さい労働者が長時間労働を余儀なくされるリスク
があることを示唆している。いずれにしても，労
働時間規制の適用除外による労働時間の削減効果
は限定的といえる。

（3）働き方改革関連法に期待できる労働時間削
減効果

以上の整理から，今回の働き方改革関連法のう
ち，特に時間外労働の上限の罰則付き強化は，理
論的にも実証的にも過剰な長時間労働を削減する
効果があると指摘できる。所定内労働時間の削減
や割増賃金率の引き上げ，労働時間規制の適用除
外といった他の手段については，必ずしも長時間
労働を是正することにつながらないと予想される
ため，時間外労働の上限規制という形での量的規
制を実施する働き方改革関連法は一定の評価がで
きる。

もっとも，想定したとおりの長時間労働是正効
果を引き出すには，企業に改正後の労働法規を遵
守させなければいけないことは言うまでもない。
以前騒がれた「名ばかり管理職」問題や「ブラッ
ク企業」問題に象徴されるように，日本では必ず
しも労働法規が遵守されていないと考えられる。
本来であれば，法令を遵守せずに不当な労働条件
で労働者を働かせて利益を得ている企業は市場か
ら淘汰されるべきものであるが，監督・取締りの
機能が弱いと，そうした企業が存続してしまい，
結果的に労働者の交渉力が小さくなり，多くの労
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働者が過剰な長時間労働を強いられてしまう。雇
用の流動性が高ければ市場メカニズムによって自
然と公正な行動をとらない企業は淘汰されるが，
日本のように雇用の流動性が低く，市場による
チェック機能が働きにくい労働市場では，監督・
取締りによって公正な取引を確保することも大事
である。

Ⅲ　長時間労働の是正はウェルビーイング
や生産性にどのような影響を与えるか？

働き方改革関連法によって長時間労働が是正さ
れると，健康状態や WLB などの労働者のウェル
ビーイングや企業の生産性が改善すると予想され
る。これまでの研究をもとに，それぞれどのよう
な改善が期待できるかを検討してみたい。

１　労働者のウェルビーイングの改善

過剰な長時間労働の是正は労働者の健康状態を
改善することが期待できる。今回の時間外労働の
上限規制の強化の主たる目的は，そこにあるとい
えよう。長時間労働と健康状態に関係があること
は，いわゆる「過労死ライン」や労災認定基準と
して月平均の時間外労働時間の長さが用いられて
いることからもわかるだろう。両者の関係につい
ての学術的なレビューは黒田（2017）に譲るが，
身体的健康・精神的健康の双方とも，長時間労働
によって悪化する可能性が多くの先行研究で指摘
されている。例えば，身体的な健康については，
長時間労働が脳・心臓疾患などの発症リスクを高
めることが岩崎（2008）や Bannai�and�Tamakoshi

（2014）などで明らかにされている。また，精神
的な健康については，産業保健の分野において，

「仕事の要求度」が高まると労働者のストレスが
増加することが明らかにされている 6）。ここで

「仕事の要求度」とは，仕事量の多さや難しさな
どであり，長時間労働は仕事の要求度が高いこと
に対応する。よって，過剰な長時間労働の是正は
仕事の要求度を低めるため，労働者の精神的な健
康状態が改善することが期待される。労働時間と
精神的な健康の関係を検証した日本の先行研究に
おいても，長時間労働と精神的な健康の悪さが明

らかにされている（山岡�2012，Kuroda�and�Yamamoto�
2018a,�b など）。以上のことから，働き方改革関連
法による過剰な長時間労働の是正は，労働者の身
体的・精神的な健康状態を改善すると考えられ
る。

ただし，職場・企業での働き方改革が単なる長
時間労働の是正に終始し，業務プロセスや必要な
仕事の取捨選択などの改革が行われないと，これ
までと同じ仕事量を短い労働時間でこなさなけれ
ばならなくなり，労働強度（負荷）の増加という
意味で仕事の要求度が高まってしまうことには注
意が必要である。つまり，表面的な長時間労働の
是正は，労働時間以外の形で仕事の要求度を高
め，むしろ労働者の健康状態を悪化させる危険性
をはらんでいる。単なる長時間労働の是正だけで
なく，働き方そのものを改革することが重要とい
える。

加えて注意が必要なのは，時間外労働の上限規
制にはさまざまな例外規定が設けられているた
め，今後も過剰な長時間労働を余儀なくされる労
働者は存在し続けるという点である。このため，
仮に長時間労働が生じたとしても，最低限の休息
は確保できる仕組みを作ることが重要であり，終
業と始業まで一定の休息時間を確保する「勤務間
インターバル」制度の普及が望まれる。

次に，長時間労働の是正は労働者の WLB の実
現に寄与することも期待できる。2017 年の『労
働力調査』（総務省）によると，就業者の 15 % 超
が就業時間の減少を希望している。また，山本・
黒田（2014：第 5 章）では，日本，イギリス，ド
イツの労働者の週平均労働時間の希望と実際の乖
離を比較し，イギリスの 0.8 時間，ドイツの 0.1
時間に対して，日本では平均で 1.6 時間の乖離が
生じており，日本で労働時間の減少希望が相対的
に大きいことを明らかにしている。こうした点を
踏まえると，働き改革関連法によって長時間労働
の是正が進めば，時間の観点で WLB の実現が進
みやすくなると考えられる。

さらに，長時間労働が是正されれば，これまで
長時間での就業を希望してこなかった多様な労働
力が活用されやすくなり，労働市場での人材のダ
イバーシティが進むことも期待できる。この点に
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関連して，山本（2018a）では職場の労働時間と
女性活躍推進の関係を検証し，企業固有の男性の
労働時間や人事課長の労働時間が短い企業ほど，
正社員女性比率が有意に高くなっていることを明
らかにしている。つまり，男性が平均的に短く働
いているような企業では，女性が正社員として登
用されやすい。労働時間の長さでなく，仕事の成
果自体で評価されるような企業では，女性活躍推
進あるいはダイバーシティ経営が実現しやすいと
も解釈できる。少子高齢化のもとで進展する人手
不足への対処として，多様な人材が能力を発揮で
きるような環境を整備することが日本経済にとっ
て喫緊の課題といわれるが，まさに働き方改革関
連法によって長時間労働を是正することは，その
第一歩といえよう。

２　生産性の向上

働き方改革関連法による長時間労働が是正され
ることは労働インプットの減少を意味するので，
付加価値でみたアウトプットの減少を招くのでは
ないかといった懸念がよく聞かれる。たしかに，
単に長時間労働を是正すると，これまでとおりの
付加価値は維持しにくいだろう。しかしながら，
上述したように，業務プロセスや必要な仕事の取
捨選択などの働き方そのものを見直すことで労働
時間を減少させることができれば，付加価値は維
持され，生産性が向上することになる。こうした
生産性の向上は実際に生じるのだろうか。

労働時間と企業の生産性を検証した研究は筆者
の知る限りほとんど存在しない。その理由として
は，労働時間の決定には強い内生性があり，景気
の状態に応じた増減が大きいからと考えられる。
しかし，近年の日本では，働き方改革関連法案の
議論を通じて，多くの企業で長時間労働の是正が
法改正に先行して実施されている。つまり，近年
は労働時間の変化が外生的に生じている可能性が
あり，そうだとしたら労働時間が減少することで
生産性や付加価値がどのように変化したかを検証
することができる。

その点について，山本（2018b）は，「スマート
ワーク経営調査」（日本経済新聞社）の上場企業
313 社の 2014 年度から 2016 年度のパネルデータ

を用いて，正社員の平均労働時間と企業業績（利
益率）の関係を検証している。その結果，緩やか
な景気拡大が続いていた期間であるにもかかわら
ず，多くの企業で正社員の労働時間の削減が進ん
でいることや，労働時間の削減が進んでいる企業
で利益率が低下するような証左は得られないこと
が明らかになった。つまり，長時間労働を是正し
た場合，多くの企業ではそれまでの売り上げや利
益を維持できており，結果的に，時間当たりの効
率性が高まったと解釈できる。さらに，山本

（2018b）では，長時間労働の是正が他の施策など
と一緒に取り組まれた際に利益率が高まるかを検
証した結果，労働時間を削減する際に，HR テク
ノロジーやイノベーション推進の体制を整備した
り，雇用の流動性を高めたりすれば，企業の利益
率が向上する可能性があることも示している。こ
の結果は，単に長時間労働を是正するだけでな
く，新しい情報技術を積極的に活用したり，内部
だけでなく外部からも適した人材を適切に登用し
たりするなど，仕事の進め方や人材マネジメント
そのものを見直す取り組みを同時に行うことで，
企業の生産性がより高まることを示唆する。

Ⅳ　お わ り に

本稿では，働き方改革関連法が今後の日本の労
働市場にどのような影響を与えるかを検討してき
た。具体的には，働き方改革関連法によって実施
される時間外労働時間の罰則付き上限規制の強化
などの長時間労働是正策の実現可能性や，労働者
のウェルビーイングや企業の生産性への影響につ
いて，先行研究をもとに整理した。その結果，労
働需要モデルと過去の実証研究の知見にもとづく
と，所定内労働時間の減少や割増賃金率の上昇で
はなく，時間外労働時間の上限規制を強化する形
での量的規制は，長時間労働の是正に効果を有す
る可能性が示唆された。ただし，そうした長時間
労働の是正効果を引き出すには，企業に法令遵守
を徹底させるような監督・取締りの機能強化も重
要であることも指摘した。

次に，先行研究を踏まえると，働き方改革関連
法によって長時間労働が是正されると，労働者の
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身体的・精神的な健康が改善する可能性があるこ
とや，労働者の WLB の実現，企業における多様
な人材の活用が進む可能性があることを示した。
また，長時間労働の是正に伴って業務プロセスの
見直しなどの働き方そのものを改革することがで
きれば，時間当たりでみた生産性が向上し，労働
時間が減少しても付加価値は減少しない可能性が
高いことも指摘した。ただし，働き方の見直しを
せずに単に長時間労働を表面的に是正するだけで
は，労働者の労働強度を高めて健康が悪化した
り，付加価値が減少したりする危険性があること
には留意すべきである。

以上のことから，労使において企業・職場に
あった働き方そのものの見直しが必要であるもの
の，働き方改革関連法には長時間労働是正の効果
やウェルビーイングや生産性の向上効果が期待で
きるといえる。

� 1）この点は Oi（1962）などによっても古くから指摘されて
きている。

� 2）ここでの説明では賃金が一定であることを前提にしている
が，例えば不況期に人件費調整が必要となった際に賃下げが
柔軟に行われるならば，バッファーとしての長時間労働は必
ずしも必要ではなくなる。さらに，上のモデルでは雇用と労
働時間以外の生産要素を考慮していないが，非正規雇用と
いった異なる雇用形態の労働や資本などの生産要素による調
整が可能となる場合にも，長時間労働の必要性は低くなる。

� 3）こうした負の外部性については，大竹・奥平（2008）や
Hamermesh�and�Slemrod（2005）でも，ワーカホリックに
働く上司や同僚の影響を受けて必要以上に長く働くようにな
る可能性を議論している。

� 4）イギリスのデータを用いて同様の検証をした Bryan（2007）
では，企業の固有効果で説明できる割合は 3 割程度と低く
なっており，日本において労働需要が労働時間に相対的に大
きな影響を与えていることも示唆される。

� 5）主な結論としては，Skans（2004）のように，所定内労働
時間の引き下げによる人件費の上昇に伴って負の影響がある
ことや，Estevao�and�Sa（2008）のように，雇用の硬直性が
高まって経済厚生が低下したとするものがある。

� 6）詳しくは仕事の要求度・資源モデルを参照されたい（島津�
2015，2017 など）。
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